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(b) MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定（防災科研が実施） 
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施し、特に 3 観測点について観測施設の移設および一時撤去を実施した。 
 
(b) 業務の成果 
1) MeSO-net データ受信システムの構築 
2007 年度より観測を開始している MeSO-net はこれまで東京大学地震研究所（以
下、東大地震研）が主体となって構築・運用を実施しており、観測データの受信シス
テムは東大地震研が運用していた。2017 年度より MeSo-net が東大地震研から防災科
研に移管されたため、各観測点からのデータ受信システムを防災科研内に新たに構築
した。 




ステム側の回線はこれまで 10Mbps の帯域を確保するギャランティ型 2 回線であっ
たが、100Mbps のベストエフォート型 1 回線とした。また、モバイル回線によって
データを収集している一部の観測点についても、防災科研の受信システムによるデー
タ収集に移行した。2017 年 12 月から各観測点の観測機器の設定変更作業を開始し
2018 年 3 月 19 日には、全ての観測点の切替が完了した（図 1）。 
 
図 1 データ送信先を切り替えた MeSO-net 観測点の推移 
 
2) MeSO-net データ管理システムの構築 
 MeSO-net には、観測装置の動作や死活をリモートで監視できるように自動的に機
器情報を受信システムへ送信する仕組みが存在する。これらは観測装置から通信装置
にいたるまで管理情報（Management Information Base : MIB）を持たせて、Simple 







図 2 MeSO-net 観測管理システム（RMSM 観測点）の例 
 
3) MeSO-net データの蓄積 




















    2017 年度に実施した維持管理作業は、通信回線対応が 19 件、観測点における地上
機器の保守作業が 29 件、地中機器の故障修理作業が１件であった。特筆することと
しては、KH2M 観測点における無線 LAN 機器の交換作業が挙げられる（図 3）。KH2M




















駒木青年館観測点では道路拡幅工事等に伴い、東大地震研が 2017 年 3 月に観測機
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2)学会誌・雑誌等における論文掲載 
  なし 
 
3)マスコミ等における報道・掲載 
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平成 29 年度は、5 年間で開発を進めていくマルチデータインテグレーションシステ
ムのうち、特に MeSO-net データの受信・前処理・統合管理サブシステムの構築に着手
した。また、K-NET/KiK-net データに MeSO-net データを加えた首都圏版強震モニタ





1)  MeSO-net データに対するデータ前処理サブシステムの構築 
   大地震発生直後に首都圏における地震動の様子を高解像度で把握するためには、こ





るプロトタイプシステムを構築した。図 1 に各種指標の分布例を示す。 
 
図 1 MeSO-net データを用いた各種指標の分布例 
 
2) MeSO-net データに対する統合データ管理サブシステムの構築 
   首都圏における揺れの様子を高解像度で把握する上で、MeSO-net は も重要な観測





3) MeSO-net データを用いた配信サブシステムの構築 









図 2 首都圏版強震モニタの試作例。2018 年 1 月 5 日 11 時 02 分茨城県沖の地震（Mj4.4）
によるリアルタイム震度のスナップショット。上段は K-NET・KiK-net に MeSO-net
のデータを加えたもの。下段は K-NET・KiK-net のみのデータによるもの。 
 








図 3 2011 年東北地方地平用沖地震時の計測震度分布。左図は K-NET・KiK-net と 
MeSO-net によるもの、右図はそれに SUPREME による値を加えたもの。 
 
(c) 結論ならびに今後の課題 
  新たに防災科研で収集を開始した MeSO-net データに対するデータ前処理・統合管
理サブシステムの構築に着手し、リアルタイム震度等の地震動指標演算アルゴリズム
を MeSO-net データに適用し、MeSO-net の観測機器やデータの状態を監視するため
のシステムを構築した。得られた MeSO-net の地震動指標と K-NET・KiK-net の指標
を合わせて首都圏版の強震モニタを試験的に作成した。また、東京ガス株式会社による
SUPREME の地震波形データを用いて 2011 年東北地方太平洋沖地震時の計測震度を










に用いられる近似フィルタの改良，地震 2，65，223-230，2013．  
2) 清水義久・小金丸健一・中山渉・山崎文雄：超高密度地震防災システム（SUPREME）
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3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
3.2.2 マルチデータインテグレーションシステム開発の検討 






特性の評価や地盤の S 波速度構造の推定を行う。  
(b) 平成２９年度業務目的 
MeSO-net 地震計と同じセンサー特性を持つ 3 成分地震計兼微動観測機器を購入し、
MeSO-net 観測点において微動アレイ観測および解析を実施する。また地表地震計とし
て一定期間臨時観測を行うための設置位置・手法の検討、資材調達および地震観測を
MeSO-net 観測点で実施する。  
(c) 担当者 
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MeSO-net 地震計と同じセンサ特性を持つ 3 成分地震計兼微動観測機器（JU410）
を購入した。それらを用いて、対象となる MeSO-net 観測点 293 地点のうち茨城県内
36 地点および千葉県内 70 地点の計 106 地点について微動アレイ観測を実施した（図
1）。図 2 に示すように、アレイ半径 60cm の 4 点極小アレイと１辺 5～10m 程度の 3
点不規則アレイを展開し、同時に 15 分間程度の観測を行った。データ収録時のサンプ




図 1 H.29 年度の地表地震観測地点（桃色△）および微動観測地点（桃色△と桃色○） 
 
  
図 2 微動アレイ観測（極小・不規則アレイ）における微動計設置方法 
 
b) 観測結果の解析 
微動アレイ観測結果に対し、SPAC 法 1)および CCA 法 2)を用いて位相速度解析を実
施した。その上で、AVS30 等の増幅特性の抽出(C40)3)、分散曲線の直接深度変換法











   地表地震観測は、対象となる MeSO-net 観測点 293 地点のうち茨城県内の 18 地点に
ついて実施した（図 1）。観測期間は 1 地点あたり 2～3 ヶ月とし、1 期で 6 地点ずつ観








第 1 期の各地震観測地点（表 2）において地表および地中で記録が得られた地震の諸元

























観測点番号 観測点コード 観測点名称 微地形区分 都道府県 自治体 観測時期
TF53 E.RMSM つくば市桜歴史民俗資料館 ローム台地 茨城県 つくば市 第１期
W157 E.SGWM 菅原小学校 ローム台地 茨城県 常総市 第１期
W183 E.JUWM 十和小学校 後背湿地 茨城県 つくばみらい市 第１期
TF48 E.YTBM 谷田部南小学校 ローム台地 茨城県 つくば市 第１期
TF44 E.INAM 伊奈中学校 自然堤防/後背湿地 茨城県 つくばみらい市 第１期
TF43 E.IN3M ふれあい第１保育園 自然堤防 茨城県 つくばみらい市 第１期
FK05 E.MZUM 水海小学校 ローム台地 茨城県 古河市 第２期
FK08 E.MRTM 森戸小学校 ローム台地 茨城県 猿島郡境町 第２期
FK11 E.NKGM 中川小学校 ローム台地 茨城県 坂東市 第２期
W221 E.SKYM 逆井山小学校 ローム台地 茨城県 坂東市 第２期
W182 E.FSMM 藤代南中学校 後背湿地/自然堤防 茨城県 取手市 第２期
FK15 E.MRJM 守谷浄化センター 後背湿地/自然堤防 茨城県 守谷市 第２期
DD44 E.TOKM 徳島小学校 河岸低地/干拓地 茨城県 潮来市 第３期
W215 E.JNUM 城ノ内小学校 谷底低地 茨城県 龍ケ崎市 第３期
W217 E.AM1M 阿見第一小学校 谷底低地 茨城県  稲敷郡阿見町 第３期
W245 E.NSOM 長竿小学校 河岸低地/自然堤防 茨城県 稲敷郡河内町 第３期
YN20 E.AZMM あずま東小学校 河岸低地 茨城県 稲敷市 第３期
YN22 E.NBKM 延方小学校 砂州 茨城県 潮来市 第３期
18 
 





成分，中段；EW 成分，下段；UD 成分） 
 
図 6 H.29 年度第 1 期地震観測地点における地中～地表の増幅特性（青実線；NS 成分，
赤実線；EW 成分，黒実線；UD 成分，緑破線；増幅倍率 1 倍）  
origin time Lat.(deg.) Lon.(deg.) depth(km) Mj epicenter name
20170802 02:02:07.5 36.803 140.535 9 5.5 north of Ibaraki
20170802 07:15:56.8 36.12 140.022 48 4.6 south of Ibaraki
20170803 13:45:04.4 36.078 139.885 46 4.6 south of Ibaraki
20170810 09:36:31.1 35.797 140.09 64 5 northeast of Chiba
20170827 11:26:04.5 36.747 140.575 11 4.8 north of Ibaraki
20171003 04:01:10.9 36.808 140.537 8 4.2 north of Ibaraki












テリーではなく MeSO-net 引込柱の分電盤を利用することが想定される。 
 
(d) 引用文献 
1) Aki, K.: Space and time spectra of stationary stochastic waves, with special 
reference to microtremors, Bull. Earth. Res. Inst. Univ. Tokyo, 35, 415-457, 1957. 
2) Cho, I., S. Senna, and H. Fujiwara: Miniature array analysis of microtremors, 
Geophysics, 78, KS13–KS23, doi:10.1190/geo2012-0248.1, 2013. 
3) 紺野克昭・片岡俊一：レイリー波の位相速度から地盤の平均 S 波速度を直接推定する
方法の提案，土木学会論文集，647/I-51, 415-423, 2000. 
4) Satoh, T., C. J. Poran, K. Yamagata, and J. A. Rodriguez: Soil profiling by spectral 
analysis of surface waves, in Proc. 2nd International Conference on Recent 
Advances in Geotechnical Earthquake Engineering and Soil Dynamics, vol. 2, 
pp.1429–1434, 1991. 
5) Pelekis, P. C., and G. A. Athanasopoulos: An overview of surface wave methods and 
a reliability study of a simplified inversion technique, Soil Dyn. Earthquake Eng., 
31, 1654–1668, 2011. 
6) Arai, H., and K. Tokimatsu: S-Wave velocity profiling by inversion of microtremor 



































3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
3.2.2 マルチデータインテグレーションシステム開発の検討 















所属機関 役職 氏名 






2)  モニターからの問い合わせ対応を行った。 
3)  API 等によるデータ配信技術の開発の検討を行った。 


































3) API 等によるデータ配信技術の開発の検討 
  地震計測アプリの建物設置に関する現状と課題を踏まえ、サブプロ(b)内におけるデー
タ統合に向けた API 連携の方法について検討を行った。 
 
4) 市販治具を用いた加振実験 
  市販治具の利用した加振実験（図２）を行った。 
a) 市販治具および設置面の違いによる加振実験 
スマートフォン設置治具として「充電ホルダー」として市販されている製品から３種類





















  観測は 2018 年 2 月 24 日より本格的に実施し、2018 年３月 28 日現在、ユーザ登録






表 1 稼働数の推移 
日付 稼働台数 (率%) 
2018/2/23 ０ 
2018/2/24 2 (11) 
2018/3/26 8 (44) 
2018/3/27 10 (56) 
2018/3/13 10 (48) 
2018/3/19 11 (52) 
2018/3/20 11 (46) 
2018/3/23 18 (50) 
2018/3/26 21 (58) 
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3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
3.2.2 マルチデータインテグレーションシステム開発の検討 



















所属機関 役職 氏名 
株式会社東芝 研究開発ｾﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 主任研究員 佐方 連 
 
(2) 平成２９年度の成果 
















型値が 9.3μA と小さく、サイズが 3mm×3mm と小さいことも特徴である。 
また、2017 年 8 月に、東京理科大学理工学部土木工学科の佐伯昌之教授を訪問し、防
災や減災のためのセンシングシステムに用いられている試作装置について伺った。佐伯





記のセンサ A と、STMicroelectronics 社製の LIS3DSH2)（以下、センサ B と呼ぶ）を
候補として挙げた。双方の主な仕様を表１に示す。 
 
表１ ２種類の MEMS センサの比較 
 センサ A1) センサ B2) 
測定可能項目 加速度、角速度、磁気 加速度 




加速度測定時のビット幅 16 ビット  16 ビット  
加速度測定時の 
雑音スペクトル密度 
300 μg/√Hz 150 μg/√Hz 
加速度測定時の 
サンプリングレート 






















さい。従って実際は、無線機の低消費電力化の方が重要である。だたし、センサ A や B









間継続した場合には、 小でも 1mg 以上である 3)。±2g を 16 ビットで観測した場合の
解像度は 61μg 以上であるため、こちらも現段階では不足は無いと考える。より詳細な
是非は、来年度以降に試作機などを用いながら確認する。 
センサ A 及び B の双方とも、待機状態において一定以上の加速度を検出した場合に、
外部にそれを通知する機能を有している。例えば通常は待機状態として消費電力を下げ












2.4GHz 帯を用いた無線 LAN 通信は、通信距離が 100m 以下となることが多く、大容量
のデータが伝送できる点では優れているが、本用途には適さない。 

















図１ LPMN システム構成 
 
3) サテライト観測点における省電力機能等 













速度のような特徴量に変換し、10 分に 1 回の通信で伝送すれば、長時間の電池駆動が可
能となる。 
 













サ B を搭載した加速度センサ B 基板も作成し、こちらも通信基板と接続できるように
した。 
上記の揺れデータ伝送無線機を動作させるためのソフトウェアとしては、今期はセン

























1) “ MPU-9250 |TDK ” , https://www.invensense.com/products/motion-tracking/ 9-
axis/mpu-9250/ , 2018 年 4 月 17 日アクセス. 
2) “LIS3DSH – 3-axis accelerometer, ±2g/±4g/±6g/±8g/±16g user selectable full-
scale, SPI/I2C digital output, ultra low-power, high performance” , http://www. 
st.com/ja/mems-and-sensors/lis3dsh.html, 2018 年 4 月 17 日アクセス. 
3) “ 気 象 庁  | 震 度 と 加 速 度 ” , http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/ 
kyoshin/kaisetsu/comp.htm, 2018 年 4 月 17 日アクセス. 
4) “気象庁 | 強震波形（平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震）”, http://www. 
data.jma.go.jp/svd/eqev/data/kyoshin/jishin/110311_tohokuchiho-taiheiyouoki/ 
index.html , 2018 年 4 月 17 日アクセス. 
5)  長久保, 金, 工藤, 佐方：省電力高信頼無線マルチホップネットワークにおける大容量


























し MeSO-net 観測点の周辺での試験観測に着手する。 
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カタログからコンプリートネスマグニチュードおよび b 値の 3 次元分布を求める。従
来の震源決定アルゴリズムを整理し、統計学的手法としての特徴を分析し、空間相関
を採り入れた多変量版の震源決定アルゴリズムを開発する。特に、伊豆地方のプレー




所属機関 役職 氏名 
東京大学地震研究所 准教授 酒井慎一 
東京大学地震研究所 准教授 鶴岡 弘 
東京大学地震研究所 特任研究員 尾形良彦 
東京大学地震研究所 特任研究員 中村亮一 
東京大学地震研究所 准教授 長尾大道 
東京大学地震研究所 特任研究員 森川耕輔 



















2) 関東地方には MeSO-net による加速度計が約 300 観測点という高密度の地震計が展開さ
れ、2008 年からの記録が蓄積されている。この記録と K-NET 及び KiK-net を統合して
解析することにより、より詳細な減衰構造を求めることができることが期待される。し
かし、MeSO-net は地中約 20m に設置されているため、扱いに注意が必要と考えられた。
そこで、今年度、MeSO-net と K-NET 及び KiK-net 記録を用い、関東地方の三次元減衰構
造とサイト増幅特性の同時スペクトルインバージョンを行った。得られた三次元減衰構











図 1 得られた三次元減衰構造及びチェッカーボード解像テスト結果。 




M３以上は 1980 年以後、M4 以上は 1944―1960 年を除いて、M5 以上は全時代を通じて、






































































































減衰構造の精緻化をすすめる。2 次元階層化 ETAS モデルを高度化し、3 次元階層化






1) Kano, M., H. Nagao, D. Ishikawa, S. Ito, S. Sakai, S. Nakagawa, M. Hori, and N. 
Hirata: Seismic wavefield imaging based on the replica exchange Monte Carlo 
method, Geophys. J. Int., 208, 529-545, doi:10.1093/gji/ggw410, 2017. 
2) Ogata, Y. and K. Katsura: Immediate and updated forecasting of aftershock hazard, 
J. Geophys. Res. Lett., 33, doi:10.1029/2006GL025888, 2006. 
3) Omi, T., Y. Ogata, Y. Hirata, and K. Aihara,: Forecasting large aftershocks within 
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   なし 
 
2)ソフトウエア開発 
  なし 
 
3) 仕様・標準等の策定 




首都圏および伊豆地方のプレート構造および 3 次元減衰構造を求める。2 次元階層化
ETAS モデルを高度化し、3 次元階層化 ETAS モデルのプロトタイプの開発を行うとと













応 , (査読付き論文) 
Seismic wavefield 
imaging of long-period 
ground motion in the Tokyo 
Metropolitan area, Japan 
M.Kano,  
H. Nagao,  





and N. Hirata, 
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所属機関 役職 氏名 
神奈川県温泉地学研究所 所長 里村幹夫 
神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 本多 亮 
神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 原田昌武 
神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 行竹洋平 
神奈川県温泉地学研究所 技師 道家涼介 
神奈川県温泉地学研究所 技師 安部祐希 



















タを用いて予備解析を行った。この観測点には、MeSO-net の観測点 10 点も含まれる。
レシーバ関数の深さ断面への変換には、ローカルな 3 次元速度構造モデル（Matsubara 
and Obara, 2011）を使用した。手始めに、各観測点でレシーバ関数を計算し、その後の
解析に用いることが可能かを検討した。解析には 2007 年～2013 年のアメリカ地質調査












図 2 レシーバ関数の東西断面（北緯 35.35 度） 





面を推定した。その一例として、図 2 に北緯 35.35 度での東西断面を示す。図 2 では、
東経 139 度より西側では深さ 50 ㎞程度のところにレシーバ関数の正の振幅に対応す
る赤い帯が明瞭にみられ、遅い地震波速度が上にある不連続面が検出されていると考





東経 138.85 度の南北断面図を図 3 に示す。この南北断面図では、北緯 34.6 度付近
から 35.7°付近まで明瞭な不連続面が検出されている。不連続面の深さは南の方が浅
く、北緯 35°付近までは深さ 30km 付近、そこから北に向かってやや深くなり、北緯
35.5°付近ではおよそ深さ 50 ㎞である。反射法による地震波速度構造の解析結果










図 3 レシーバ関数の南北断面（東経 138.85 度） 


















1) Matsubara，M., and K. Obara: The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake 
related to a strong velocity gradient with the Pacific plate, Earth Planets Space, 63, 
663-667, 2011. 
2) Kodaira, S., T. Sato, N. Takahashi, A. Ito, Y. Tamura, Y. Tatsumi, and Y. Kaneda : 
Seismological evidence for variable growth of crust along the Izu intraoceanic arc, 
Journal of Geophysical Research, 112, B05104, 2007. 
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3)マスコミ等における報道・掲載 
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を 2 回開催した。 
 
【第 1 回】 
・日時：2017 年 8 月 18 日（金）13：00～16：00 
・場所：地震研究所会議室 
・出席者： 
東京大学地震研究所                     平田 直 
東京大学地震研究所                     酒井 慎一 
東京大学地震研究所                     鶴岡 弘 
東京大学地震研究所                     郭 一村 
東京大学地震研究所                     長尾 大道 
東京大学地震研究所                     中村 亮一 
株式会社 東芝                       佐方 連 
温泉地学研究所                       本多 亮 
防災科学技術研究所                     青井 真 
防災科学技術研究所                     東 宏樹 
防災科学技術研究所                     木村 武志 
防災科学技術研究所                     上野 友岳 
防災科学技術研究所                     木村 尚紀 
防災科学技術研究所                     汐見 勝彦 
防災科学技術研究所                     鈴木 亘 
防災科学技術研究所                     先名 重樹 
防災科学技術研究所                     松原 誠 
東京理科大学                        佐伯 昌之 
 
・議事次第 
13：00      開会 
13：00-13：30  首都圏レジリエンス全体の動向について 
         デ活の状況・8 月 25 日統括委員会に向けた確認・依頼事項 
         今後のスケジュール 
                    プロジェクト総括  平田 直 
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                    プロジェクト統括  酒井 慎一 
                    プロジェクト統括  青井 真 
      13：30-13：40【話題提供】「関東の３次元地震活動モデル」 
                                    鶴岡 弘 
     13：40-14：50【各サブテーマの H29 年度計画と進捗状況】（各 10 分程度） 
         「官民連携超高密度データ収集」             上野 友岳 
         「マルチデータインテグレーションシステムに関する技術開発」 
                                     木村 武志 
         「MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定」     先名 重樹 
         「スマートフォンによる揺れ観測技術の開発」         東 宏樹 
           「MeSO-net 観測点～サテライト観測点群間の揺れデータ 
                         伝送技術の開発」  佐方 連 
         「首都圏における過去/未来像の解明」     酒井 慎一/ 本多 亮 
        15：00-15：20【話題提供】（各 10 分） 
         「超高密度地震動観測データ解析に向けた数理アルゴリズム開発 
                  ～観測点自動選択アルゴリズム～」長尾 大道 
         「MeSO-net 記録の分析 －観測点ごとのスペクトルの特徴－」 
                                    中村 亮一 
        15：20-16：00   議 論  
        16：00       閉 会  
 
【第 2 回】 
・日時：2018 年 2 月 20 日（水）13：00～17：00 
・場所：防災科学技術研究所 交流棟 3Ｆ 特別会議室 
・出席者: 
東京大学地震研究所                     平田 直 
東京大学地震研究所                     酒井 慎一 
東京大学地震研究所                     鶴岡 弘 
東京大学地震研究所                     長尾 大道 
東京大学地震研究所                     中村 亮一 
東京大学地震研究所                     森川 耕輔 
株式会社 東芝                       佐方 連 
温泉地学研究所                       本多 亮 
防災科学技術研究所                     青井 真 
防災科学技術研究所                     東 宏樹 
防災科学技術研究所                     木村 武志 
防災科学技術研究所                     上野 友岳 
防災科学技術研究所                     木村 尚紀 
防災科学技術研究所                     先名 重樹 
防災科学技術研究所                     松原 誠 
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13：00     開 会 
13：00-13：30 プロジェクト全体概要・デ活の状況など 
                    プロジェクト総括  平田 直 
                    プロジェクト統括  酒井 慎一 
                    プロジェクト統括  青井 真 
13：30-14：40【サブテーマ進捗状況】 （各 10 分程度） 
       「官民連携超高密度データ収集」            上野 友岳 
       「マルチデータインテグレーションシステムに関する技術開発」 
                                  木村 武志 
       「MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定」    先名 重樹 
       「スマホ地震計の設置に関する開発」          東 宏樹 
       「MeSO-net 観測点～サテライト観測点群間の揺れデータ 
                         伝送技術の開発」 佐方 連 
       「首都圏や伊豆地域における過去/未来の地震像の解明」 
                             酒井 慎一/ 本多 亮 
       14：55-15：55【話題提供】（各 10 分） 
       「余震検出率の特定が不要な推定量の構成に関する検討」 森川 耕輔 
       「首都圏地震動イメージングモジュール開発の現況報告」 長尾 大道 
「首都圏地震観測網（MeSO-net）でとらえた変換波より推定される 
首都圏南東部および北東部下のプレート構造」   木村 尚紀 
「防災科研 Hi-net・MeSO-net で推定された関東地域の減衰構造」 
松原 誠 
       「三次元減衰構造スペクトルインバージョン」      中村 亮一 
 
        15：55-16：10   事務連絡  
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 引き続き平成 30 年度も、データ利活用協議会との連携等により首都圏における大量の
地震データを収集し、地震直後の首都圏の揺れの様子を超高解像度で把握可能にするとと
もに、過去の大地震の揺れの推定や将来の大地震による揺れの予測等に資するデータ解析
手法を検討することで、官民一体の総合的な事業継続や災害対応、個人の防災行動等に貢
献するデータの収集・整備を進めていく。 
 
サブプロジェクト（b）研究統括 酒井慎一、青井真 
